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はじめに 

 

カンボジアでは 1991 年パリ和平協定締結により、長く続いた内戦が終結し、新しい国

造りが始まった。従来中央集権による地方行政運営を行われてきたが、2002 年にカンボジ

ア史上初の取り組みとなる地方選挙がコミューン及びサンカットで行われ、選挙に当選し

た評議員による地方自治が始まった。 

新しい国造りを進めるカンボジアにとって、戦後の焼け跡から奇跡の成長をとげた日本、

そして、日本の行財政システムは復興のひとつのモデルとなっている。 

（財）自治体国際化協会シンガポール事務所では、2000 年度よりカンボジアを管轄国に

加え地方行政制度に関する調査やカンボジア公務員の人材育成などの国際協力を併せて行

ってきた。当事務所は、カンボジアで高まる地方分権化の流れを受け、2002 年 12 月に首

都プノンペンにおいて、内務省と共同で地方行政に関するフォーラムを開催した。当フォ

ーラムには、カンボジア側からフンセン首相の御参加をいただいたが、このことはカンボ

ジア政府の地方行政振興にかける熱意の現れと言ってよいであろう。 

本レポートで、カンボジアを取り上げるのは初めてとなる。そのためカンボジアの地方

行政制度のみならず、カンボジアの歴史や国家機構等、その他カンボジアを理解する上で

必要になるバックグランドについても多くの紙面を割いた。 

 

本レポートの作成にあたっては、カンボジア内務省総合行政局、プノンペン市、同市ダ

ンコー区、同市ベアルボング・サンカットでの訪問調査を行った。当事務所職員の調査に

協力していただいた関係者各位、特に数回にわたるインタヴューに応じ、地方行政体訪問

調査の事前準備にも快く協力していただいた内務省総合行政局のレン・ビィ副局長に厚く

お礼を申し上げたい。 
 

本レポートが、カンボジアの地方行政制度及び地方分権化の動向をご理解いただく上で

参考となれば幸いである。 

 

（財）自治体国際化協会 シンガポール事務所長  
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概 要 

 

カンボジアでは、1970 年に勃発した内戦により国政は混乱し、1991 年のパリ和平協定

締結まで国家発展が阻害されてきた。その後 1993 年から本格的な復興が始まったが、これ

までの内戦等により、多くの人材が失われたカンボジアでは、国家再建の道程も決して平

坦なものではない。 

現在カンボジアでは、各国政府及び NGO 等の援助を受けつつ、国家再建の道を歩んで

いる。本レポートでは、カンボジアの地方行政制度を中心に、現在のカンボジアの置かれ

ている状況を概説する。 

カンボジアの地方行政は①州・市－②郡・区－③コミューン・サンカットの三層制とな

っている。この三層制の枠組みは、コミューンという言葉からも分かるようにフランス植

民地時代に成立したと言われている。 

カンボジアでは、従来中央集権による国家運営が行われており、地方行政についても国

の出先機関がその役割を担ってきた。1991 年のパリ和平協定締結後も中央集権体制での国

家運営が行われ、地域住民による地方行政への参画は遅れたままになってきた。 

そのような中、2002 年に州・市、郡・区の下におかれるコミューン・サンカットでカン

ボジア史上初となる地方選挙が行われ、選挙によって選ばれた評議員による地方自治が始

まった。地方自治とはいえ、まだまだ始まったばかりであるため、コミューン・サンカッ

トの行財政能力はまだまだ低く、国の援助や指導を受けながらの地方自治スタートとなっ

た。しかしながら、コミューン・サンカットでの地方自治の開始により、地域住民は自ら

の意思を地方行政に反映できるようになり、地域のことは地域で決定するという自治意識

が芽生えつつある。 
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